






















































































































年 災害名 内容 トピックス
1891 濃尾地震 美濃・尾張一帯をマグニチュード 8.4 の地
震。死者 7,466 人
・石井十次・震災孤児院設立
1923 関東大震災 伊豆沖の海底でマグニチュード 7.9 の激震。
死者約 99,000 人、行方不明 43,000 人
・（財）同潤会が仮設住宅を建設。
被災者支援を行う
1946 昭和南海地震 潮岬南方沖を震源としたマグニチュード 8.0
の地震。死者・不明者 1,330 人
・災害救助法（1947）の成立






















































































































































































































1） 平成 10 年 5 月 14 日の衆議院災害対策特別委員会（第 142 回国会衆議院災害対策特別委員会議録第 4号
平成 10 年 5 月 14 日 pp.6-8, 23）．
2）「介護保険施設等における利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底について」等（厚
生労働省・平成 28 年 9 月 9 日通知）．
3） 地区防災計画ガイドライン～地域防災力の向上と地域コミュニティの活性化に向けて～（内閣府・平成
26 年 3 月）．
4） 内閣府では、これ以後も平成 28 年発生の熊本地震における被災地の地方公共団体、被災地において支
援を行った地方公共団体、民間団体等の対応状況や各種事例について調査を行い、男女共同参画の視点
について分析・検討した結果をもとに「提言～今後の災害対応に向けて～」をまとめている．
5） DCAT（Disaster Care Assistance Team の略）、DWAT（Disaster Welware Assistance Team の略）






護保険施設や医療機関等に入所・入院するに至らない者としている．平成 29 年 4 月現在でトイレ等の
配慮が一定整った社会福祉施設を事前指定しており、272 ヶ所（高齢者施設 183、障害者施設 74、妊産
婦施設 15）が指定されている（京都市保健福祉局保健福祉総務課資料・平成 30 年 3 月 21 日）．
7） 学校防災のための参考資料「生きる力」を育む防災教育の展開（文部科学省・平成 25 年 3 月）．
（ごとう ゆきのり 福祉教育開発センター）
防災及び災害福祉支援に関連する法制度・政策の動向
― ２２ ―
